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　　 ２００２００77年度連結業績要約年度連結業績要約

２００８年度（予想）２００７年度２００６年度

通　期中間期通　期中間期通　期中間期

１３３
（+3）

２９４
（+50）

４９３
（+125）

１３.１％

２７０
（+49）

５１４
（+48）

５４４
（+28）

５９７
（+50）

７,０１１
（108%)

７1
（ +4）

１６０
（+20）

２１８
（△40）

１２.３％

１３４
（+8)

２５８
（+14）

２６４
（+14）

２８０
（+14）

３,４９０
（101%）

１３０

２４４

３６８

１１.７％

２２１

４６６

５１６

５４７

６,４６３

６４

１１６

１９５

１２.７％

１１７

２２７

２５０

２５７

３,１０１

１４６
（+13）

６７
（+3）研究開発費

３4０
（+46）

１４０
（+24）減価償却費

４３０
（△63）

２５８
（+63）設備投資額

１３.１％１２.２％ROE（％）

２９７
（+27）

５６６
（+52）

５７６
（+32）

６１０
（+13）

７,１００
（101%)

１２６
（+9）

２４４
（+17）

２５０
（±0）

２６６
（+9)

３,４６３
（112%）

税前利益

当期純利益

経常利益

営業利益

売 上 高

（ 単位：億円、（　）内は前年同期比 ）



　　２００７年度業績のポイント２００７年度業績のポイント
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A： 高級金属製品

B： 電子・情報部品

C： 高級機能部品

売上高 営業利益

(+7%)
(＋44)

(+22)

(+6%)

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｃ

営業利益：億円売上高：億円

(＋21)

Ｂ

Ａ

(+13%)

２００７年度実績

Ｄ： ｻｰﾋﾞｽ他・消去

２００６年度実績

・売上増やコスト削減の推進などにより、税制改正による償却増

や原材料価格高騰の影響などを吸収

・高級金属製品：特殊鋼における売上増と原価低減が大きく寄与

・電子・情報部品：原材料価格高騰の影響があったが軟磁性材料

　　　　　　　　　　　 の売上増等により増益

・高級機能部品：自動車機器における売上増と原価低減が寄与、

　　　　　　　　　　　建築関連における減少をカバー

・売上増やコスト削減の推進などにより、税制改正による償却増

や原材料価格高騰の影響などを吸収

・高級金属製品：特殊鋼における売上増と原価低減が大きく寄与

・電子・情報部品：原材料価格高騰の影響があったが軟磁性材料

　　　　　　　　　　　 の売上増等により増益

・高級機能部品：自動車機器における売上増と原価低減が寄与、

　　　　　　　　　　　建築関連における減少をカバー

・価格是正による売上増に加え、自動車関連製品、

　ＩＴ・家電関連製品を中心とした需要が堅調に推移

・高級金属製品：特殊鋼、ロール、日立ツールとも需要堅調

・電子・情報部品：軟磁性材料（ｱﾓﾙﾌｧｽ）が大幅に増加

・高級機能部品：自動車機器が好調に推移、配管機器は減少

・新製品売上高比率27％、海外売上高比率40％

・価格是正による売上増に加え、自動車関連製品、

　ＩＴ・家電関連製品を中心とした需要が堅調に推移

・高級金属製品：特殊鋼、ロール、日立ツールとも需要堅調

・電子・情報部品：軟磁性材料（ｱﾓﾙﾌｧｽ）が大幅に増加

・高級機能部品：自動車機器が好調に推移、配管機器は減少

・新製品売上高比率27％、海外売上高比率40％

　前年度比８％(５４８億円)増加

高級金属製品 　７％増　

電子・情報部品 １３％増
高級機能部品 ６％増

　前年度比９％(５０億円増加）

高級金属製品 ４４億円増　

電子・情報部品 ２２億円増
高級機能部品　 　２１億円増

売上高
7,011億円

営業利益
597億円



　　２００８年度業績予想のポイント２００８年度業績予想のポイント
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A： 高級金属製品

B： 電子・情報部品

C： 高級機能部品

売上高 営業利益

(+7%) (＋22)

(△15)

(+4%)

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｃ

営業利益：億円売上高：億円

(＋13)

Ｂ

Ａ

(△7%)

２００８年度予想

Ｄ： ｻｰﾋﾞｽ他・消去

２００７年度実績

・ 引き続き、コスト削減の推進や価格是正を実施していくも

　のの、原材料価格高騰による影響は続く見込

・０８年度も引き続き将来の成長に向けた投資を実行

　（０７年度４９３億円、０８年度４３０億円）

・減価償却費増によるインパクトは０７年度対比４７億円増

・ 引き続き、コスト削減の推進や価格是正を実施していくも

　のの、原材料価格高騰による影響は続く見込

・０８年度も引き続き将来の成長に向けた投資を実行

　（０７年度４９３億円、０８年度４３０億円）

・減価償却費増によるインパクトは０７年度対比４７億円増

・環境対応製品を中心に、自動車、ＩＴ・家電関連向けとも

に、需要は引き続き堅調に推移する見込み

・電子･情報部品セグメントは、金属電子材関連のセグメン

ト移管があるため、売上高は減少するものの需要は

　堅調に推移する見込

・環境対応製品を中心に、自動車、ＩＴ・家電関連向けとも

に、需要は引き続き堅調に推移する見込み

・電子･情報部品セグメントは、金属電子材関連のセグメン

ト移管があるため、売上高は減少するものの需要は

　堅調に推移する見込

　前年度比１％(８９億円)増加

高級金属製品 　７％増　

電子・情報部品 　７％減
高級機能部品 ４％増

　前年度比２％(１３億円増加）

高級金属製品　　２２億円増　

電子・情報部品　 １５億円減
高級機能部品 １３億円増

売上高
7,100億円

営業利益
610億円



　　連結Ｂ／Ｓ残高　　　連結Ｂ／Ｓ残高　　　

1,219 1,220

1,337 1,237
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(519) (499)
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６，１９５６，２９６６，１９５

資　産 負債・純資産

＋21

△100

＋1

＋64

△60

△27

△283

＋53

△107

＋236

07/3末比増減 △１０１億円
D/Eレシオ　０．８９　

07/3末比増減 △１０１億円
D/Eレシオ　０．８９　

その他
流動資産

純資産　２,２２６

うち
のれん

純資産　２,３５５



　　連結キャッシュ・フロー連結キャッシュ・フロー

△１７８

９

△６０

５６９

△６９６

△２０１

△８６６

△３３９

２４４

４６６

2006年度

△４連結子会社株式取得

８

△１７

△５２

△２６３

３４０

△２

△４６２

２９４

５１４

2007年度

そ　　の　　他

設　　備　　投　 資

税金等調整前当期利益

減　価　償　却　費

増加額または減少額合計

換　算　差　額

配 当 金 支 払 他

借入金・社債の増減

フリーキャッシュ・フロー

科 目

（億円）



本資料に掲載されている情報のうち業績予想、事業計画および配当予想等の歴史的事実以外のものは、各資料の
作成時点において、予想を行うために合理的であると判断した一定の前提および仮定に基づいており、内在する仮
定および状況の変化等により、実際の業績と異なる可能性があります。その要因となるもの主なものは次のとおり
です。
　・主要市場（特に日本、米国、アジア、欧州）における経済状況および各種規制
　・急激な技術変化
　・競争優位性および新技術・新製品の開発・事業化を実現する当社および子会社の能力
　・製品市場、製品市況の変動
　・為替相場の変動
　・国際商品市況の変動
　・資金調達環境
　・製品需給、製品市況、為替相場および国際商品市況等の変動に対応する当社および子会社の能力
　・自社特許の保護および他社特許の利用の確保
　・製品開発等における他社との提携関係
　・日本の株式相場の変動


